
令和４年７月１３日

内閣府沖縄振興局 

沖縄子供の貧困緊急対策事業に関する調査結果の公表について 

  内閣府においては、沖縄の子供を取り巻く厳しい状況を踏まえて緊急的に措置を講じるこ

ととし、平成 28年度から沖縄子供の貧困緊急対策事業を実施しています。 

この度沖縄県が、令和３年度に沖縄子供の貧困緊急対策事業に関して、以下の２つの調査

を行いましたので、その調査結果等をお知らせします。（詳細は別添参照） 

１ 小学校におけるスクリーニングに関する調査に係る主な調査結果 

○ スクリーニングとは、学校に通う子供を対象に、欠席、遅刻早退などの学校適応・問題

行動の状況、学力などの学習状況、家庭状況、健康状況、要保護などの家庭の経済状況等

の計35項目について、その該当の有無を把握して早期支援につなげるために行っている。

今回、令和 2 年度にスクリーニングを実施した小学校 2 校（うるま市 1 校、糸満市 1

校）について、令和 3年 10月～11月に追跡調査を実施した。 

○ 子供の 35項目の該当点数の平均値は 2.14であったが、

・ 「要保護・準要保護」のみチェックがつけられた子供の

平均値は 4.09、

・ 「諸費」のみにチェックがつけられた子供の平均値は

7.30、

・ 「要保護・準要保護」かつ「諸費」にチェックがついて

いる子供の平均値は 7.63

であった。 

→ 家庭の経済状況の厳しい子供は課題が顕在化しやすい

状況になっているといえる。特に、「要保護・準要保護」、

「諸費」どちらにもチェックのついている子供に課題が表

れやすいことがわかった。

※ 「諸費」については、給食費等を滞納している場合にチェックがつ

く。

○ その他、スクリーニング実施後に行った支援によって学力等が好転したケースにおいて、

具体的に、教職員の関与、地域資源の活用又は専門機関の支援をどのように組み合わせて

支援を行ったかなどについても調査を行った。

【参考：学校適応の状況に係る結果】 
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２ 子供の貧困対策支援員の活動状況に関する調査に係る主な調査結果 

○ 沖縄県内の市町村に配置されている支援員 113名（令和 3年 9月時点）を対象に活動状

況に関する調査を実施した。

主な調査結果は以下のとおりとなった。 

【本件連絡先】 

内閣府沖縄振興局事業振興室 小川、立岡 

電 話：０３－６２５７－１６６１ 
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Ⅰ 調査概要
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１ 調査の目的

子どもたちの未来が生まれ育った環境によって左右されることなく、自分の可能性を追
求できる社会の実現を目指し、沖縄子供の貧困緊急対策事業の効果的な実施のため、
沖縄県内の子どもの貧困の様相と市町村に配置された支援員に求められる役割やあり
方を検討することを目的とする。

２ 調査種別

（１）連携手法分析

（２）貧困対策支援員活動分析

３ 調査方法

（１）連携手法分析

• スクリーニング調査は、令和3年度においては、1学期11校（うるま市1校、糸満市

10校）、2学期9校（うるま市1校、糸満市8校）で実施

• 追跡調査は、令和2年度に実施した2校（うるま市1校、糸満市1校）のスクリーニン

グ結果について、令和3年10月～11月に実施

（２）貧困対策支援員活動分析

• ウェブ調査は令和3年9月～令和3年10月、紙調査は令和3年10月～11月に実施

• 同一項目の調査内容をウェブ調査票での回答が可能な者はウェブ調査にて回答

し、紙での回答を希望した者は紙調査で実施
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Ⅱ 連携手法分析 調査結果
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調査概要

義務教育ですべての子どもが通う学校において様々な問題につながる可能性の

ある経済的なリスクを発見し、支援事業につなぐことができないか検討する。

ツールとして、文部科学省も推奨している（文科省2020）大阪府立大学山野研究

室で開発しているYOSS（Yamano Osaka Screening Sheet）を活用する（山野ほか

2020）。

沖縄県におけるモデル校（小学校）においてすべての子どもを対象にスクリーニン

グ会議にかけて、貧困やさまざまな困難を抱える子どもを早期に校内で発見する。

令和2年度に引き続き糸満市とうるま市を対象とし、両市の教育委員会の協力の

もと、モデル校を選定し実施した。

1学期11校（うるま市1校、糸満市10校）、2学期9校（うるま市1校、糸満市8校）で実

施した。
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学級担任を中心に子どもと関わる教員は、欠席や遅刻、友人

関係、授業中の様子など学校適応や学習、家庭状況について

15項目

特別支援担当者は、支援学級の在籍等について2項目

養護教諭は、成長などの健康について4項目

事務担当者は、要保護や諸費について2項目

管理職・生徒指導担当者はこれまでのスクールカウンセラー
（SC）やスクールソーシャルワーカー（SSW）との関わりなどに
ついて3項目、地域担当者は学童保育の利用などについて5項
目、いじめアンケート調査などについて2項目を記入
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◇スクリーニングシートは計33項目（+学校独自項目）から構成

スクリーニングシートについて

要保護・
準要保護
のみ

諸費のみ
要保護・
準要保護
かつ諸費

項目全体

人数 582 98 60 5,087

合計点 2,383 715 458 10,899

平均値 4.09 7.30 7.63 2.14

家庭の経済状況が厳しいと捉えられている、「要保護・準要保護」、「諸
費」にチェックのつけられている子どもの状況について検討する。

「要保護・準要保護」のみ、「諸費」のみ又は「要保護・準要保護」及び「諸
費」にチェックがついている子どもの学校適応、学習、家庭状況、健康の
各状態を集約した（図1-1から図1-4）。

図1-1は「学校適応」、図1-2は「学習」、図1-3は「家庭状況」、図1-4は
「健康」の各項目をそれぞれ提示している。

7
合計点・平均値の結果

 1学期のモデル校の項目全体の平均値が2.14

 「要保護・準要保護」のみ、「諸費」のみにチェッ
クがつけられた子ども平均値はそれぞれ4.09、
7.3

「要保護・準要保護」かつ「諸費」にチェックがつ
いている子どもの平均値は7.63

→家庭の経済状況の厳しい子どもは課題が顕在
化しやすい状況になっているといえる。

→特に、「要保護・準要保護」、「諸費」どちらにも
チェックのついている子どもに課題が表れやすい
ことがわかった。

①家庭状況の厳しい子どもの検討



図1-1  学校適応の結果 8図1-2  学習の結果

10.0%

11.0%

2.1%

5.7%

11.9%

2.1%

20.4%

18.4%

20.4%

8.2%

15.3%

4.1%

18.3%

28.3%

8.3%

6.7%

11.7%

1.7%

5.1%

5.1%

2.3%

6.0%

9.4%

2.1%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

7⽇以上の⽋席

遅刻早退

服装・⾝だしな
み

⾔葉使い等

友⼈関係

ケガ

要保護・準要保護のみ 諸費のみ 要保護・準要保護
かつ諸費

全体

16.3%

20.3%

23.4%

38.8%

30.6%

41.8%

28.3%

31.7%

41.7%

10.6%

15.4%

13.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

学⼒

授業中の様⼦

宿題

要保護・準要保護のみ 諸費のみ 要保護・準要保護
かつ諸費

全体

①家庭状況の厳しい子どもの検討

図1-3  家庭状況の結果 9図1-4  健康の結果
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「服装・身だしなみ」、「言葉使い等」、「ケガ」、「健康（う歯・疾
病）」の項目を除くと、「学校適応」、「学習」、「家庭状況」、「健
康」のすべての項目において、「要保護・準要保護」や「諸費」
の子どもたちの課題が顕在化しやすい状況となっている。

→スクリーニングシートは、経済的課題を背景に持つ子どもたち
を多くキャッチできる。

全体と「諸費」にチェックのついた児童との間で差が最も大き
かった項目が「持ち物」（「諸費」37.8%、全体10.9%）であった。

→家庭と連携した支援の実施が重要となると考えられる。
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①家庭状況の厳しい子どもの検討

どのようなリソースを利用することにより、好転につながるのかを検
討するため、「保健室来室」、「友人関係」、「学力」、「言葉使い等」、
「授業中の様子」、「遅刻・早退」、「持ち物」、「宿題」それぞれの好
転が見られたケースにおいて、学校が校内チーム会議にあげたか
どうか、どのような対応を行ったかについてまとめた。
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②小学生の好転要因の検討

方向性
A・B・C

度数 2 A
割合 5.0% 2

度数 14 A B
割合 8.6% 13 1

度数 13 A AB ABC
割合 8.3% 10 2 1

度数 13 A AB ABC
割合 13.0% 11 1 1

度数 27 A AB ABC 
割合 10.6% 22 4 1

度数 15 A C AB AC 
割合 13.4% 11 1 2 1

度数 28 A B AB ABC
割合 14.0% 23 1 3 1

度数 27 A B AB AC BC
割合 11.0% 21 1 3 1 1

方向性
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保健室来
室好転
ケース
（n=40）

複数判断
判定有

友人関係
好転ケー

ス
（n=162）

複数判断

言葉使い
好転ケー

ス
（n=100）

好転が⾒られたケースの⽀援状況

すべてのケースにおいてA判定（教職員の
関与）が最も多かった。

多くのケースでA判定（教職員の関与）とB
判定（地域資源の活用）、またはA判定（教
職員の関与）とC判定（専門機関の活用）を
組み合わせた支援が行われていた。

比較的B判定（地域資源の活用） がなされ
ていた項目として、「授業中の様子」、「持ち
物」、「宿題」が該当した。

→学校外での子どもの様子に関わる項目に
おいて、地域資源を活用していくことが効
果的である可能性。

• A（教職員の関与）
• B（地域資源の活⽤）
• C（専⾨機関の活⽤）



令和2年度に糸満市、うるま市でそれぞれ実施されたスクリーニングの結
果について追跡調査を実施した。

特に、地域資源（B判定）に子どもがどのようにつながったのか/つながら
なかったのか、について回答を求めた。

12B判定がなされなかった理由

多くの児童について、その課題
が教職員のみで対処ができると
判断された結果、B判定がつけ
られていないことがわかった。

教職員が地域資源の情報を有し
ていないことや、地域資源への
信頼性が低いといったことから
地域資源を活用しないというより
は、教職員の対処でどうにかな
るという判断がなされやすく、校
外の資源の活用まで至らない背
景が明らかとなった。

③スクリーニング追跡調査

地域資源につながる場合は保護者との情報共有、連携がうまく
いくかどうか、つながらない場合は保護者が支援を希望しないな
ど、どちらも保護者との関わりがあげられていた。

児童を地域資源につなげていくためには、保護者の理解、協力
を得ることの重要性が明らかになった。 13

地域資源につながらなかった理由

保護者が支援を希望しない 11
必要性がなくなった　 4
児童の課題に対応できる地域資源
がなかった

2

決定通りに進められなかった　 1
対応策の方向性を変更した　 1
情報共有が十分でなかった 1
保護者の支援に対する要望がな
かった

1

③スクリーニング追跡調査

（単位：人）



好転要因の検討から、子どもの課題について学校全体
で対応することはもちろんのこと、地域資源や専門機関
の活用とあわせて支援していくことの有効性が明らかに
なった。

スクリーニング追跡調査より、居場所づくり事業やその意
義について保護者に周知していく必要性があることが推
察された。
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連携手法分析 調査結果まとめ

Ⅲ 貧困対策支援員活動分析
調査結果
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１ 調査内容

沖縄県内の市町村に配置されている支援員の活動状況を把握し、現場での活動による

支援対象者の変化、支援対象者を支援する上での課題や好事例の収集、支援員の定着

についての方策の検討などを目的として実施。

２ 調査票作成と進め方

調査票の設計段階で支援員の方々にヒアリングをして支援員の活動や課題についての

フィードバックを得て実施。さらに、協力の得られた支援員の方々に、調査票のプリテストを

実施し、質問の表現、回答方法、実情にあった内容となっているか等の検証も実施。

３ 調査項目

年齢、性別、最終学歴、保有している公的な資格、活動地域、活動範囲、経験年数、担

当ケース数、居場所などの支援につないだ人数、主な支援対象者、教育部門と福祉部門

の連携状況、雇用形態、労働時間、残業時間、所属部署、同僚の人数、指導役、支援のつ

なぎ先、世帯の変化、子どもの変化、支援員の役割、その他の支援員の役割や方法、支援

活動の課題や好事例、仕事満足、職場環境、仕事の自己評価。
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調査概要

４ 実施方法
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調査概要

調査期間

令和3年9月～令和3年11月に実施

実施方法

調査方式は、①ウェブ調査、②質問紙調査の２方式

２方式で使用する質問紙は同一内容

無効回答や未記入が起こりにくいウェブ調査を基本とし、ウェブ調査で回答ができな
い人は質問紙調査で回答

調査対象者

沖縄県内の市町村に配置されている支援員113名（令和3年9月13日時点）

調査配布・回収数（回収率）

総回収数（回収率）98件（86.7％）
内訳：ウェブ調査分56件、紙調査分42件
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男性
13.3%

⼥性
83.7%

その他・答
えたくない
2.0%

無回答
1.0%

男性 ⼥性 その他・答えたくない 無回答
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年齢 性別

①支援員の属性
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保有している資格 所属部署から⾒た、保有している資格
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% 合計 14.5% 4.8% 3.6% 15.7% 7.2% 9.6% 38.6%

市町村の
福祉部局

N 6 1 6 21 3 25 49
% 合計 7.2% 1.2% 7.2% 25.3% 3.6% 30.1% 59.0%

その他
N 2 0 0 1 0 2 2

% 合計 2.4% 0.0% 0.0% 1.2% 0.0% 2.4% 2.4%

合計
N 20 5 9 35 9 35 83

% 合計 24.1% 6.0% 10.8% 42.2% 10.8% 42.2% 100.0%

①支援員の属性
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21.6%

6.2%

3.1%

5.2%5.2%
4.1%

13.4%

4.1%

6.2%

2.1%

4.1%

1.0%1.0%1.0%1.0%1.0%
2.1%

1.0%1.0%1.0%
2.1%

1.0%1.0%1.0%1.0%
2.1%

3.1%

1.0%
2.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

複数回答

活動地域

②活動状況

21

貧困対策支援員の配置 R3.9月時点

１～２人

３～５人

６～１０人

１１人以上
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活動範囲

44.9

27.6

13.3

11.2

3.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

10件未満

10～20件未満

20～30件未満

30件以上

無回答

%

73.2%

87.6%

68.0%

62.9%

9.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

生活保護世帯

準要保護世帯（就学援助受

給世帯等）

将来困窮に陥る可能性があ

る世帯

困窮はしていないが支援が

必要な世帯

その他複数回答n=98

17.3

17.3

12.2

14.3

15.3

22.4

1.0

0.0 10.0 20.0 30.0

1年未満

1年以上～2年未満

2年以上～3年未満

3年以上～4年未満

4年以上～5年未満

5年以上

無回答

%

56.7%

71.1%

33.0%

5.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

小学校区

中学校区

市内全域

その他

複数回答 n=98

⽀援員として
の経験年数

担当ケース数
(1ヶ⽉平均値)

主な⽀援対象者

②活動状況
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所属部署
同僚の⽀援員
の⼈数

⽀援の
つなぎ先

最も多い⽀援
のつなぎ先

36.7

59.2

4.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

市町村の教育委員

会

市町村の福祉部局

その他

%
11.2

18.4

38.8

11.2

20.4

0.0 20.0 40.0 60.0

0人

1～2人

3～5人

6～10人

10人以上

%n=98 n=98

20.9%

16.0%

19.1%

8.9%

3.7%

9.2%

15.2%

7.1%

0.0% 20.0% 40.0%

子供の居場所

市町村役場

学校

ハローワーク

弁護士

児童相談所

放課後等デイサー

ビス・医療機関

その他
複数回答

42.9

17.3

18.4

4.1

3.1

14.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

子供の居場所

市町村役場

学校

放課後等デイサービス・医療

機関

その他

無回答

%

n=98

③職場の状況 ④現場での活動：支援のつなぎ先



24

世帯の変化 最も重視する世帯の変化

61.1%

74.7%

76.8%

53.7%

88.4%

36.8%

25.3%

22.1%

66.3%

43.2%

4.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

家族関係の改善

生活習慣の改善

福祉制度・公的制度の利用手続きの

開始

教育費・必要物品の確保

子供の居場所や無料塾等の利用開始

転職・就労の開始

職業訓練・就学開始

住まいの確保・安定

医療機関の受診

孤立の解消

その他

9.2

13.3

27.6

17.3

1.0

3.1

10.2

5.1

13.3

0.0 10.0 20.0 30.0

家族関係の改善

生活習慣の改善

福祉制度・公的制度の利用手続

きの開始

子供の居場所や無料塾等の利

用開始

転職・就労の開始

医療機関の受診

孤立の解消

その他

無回答

%

複数回答 n=98

⑤現場での活動：世帯の変化
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⽀援する⼦どもの変化 最も重視する⼦どもの変化

複数回答 n=98

52.6%

80.0%

36.8%

50.5%

31.6%

71.6%

14.7%

48.4%

51.6%

53.7%

34.7%

46.3%

5.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

親子関係の改善

生活習慣の改善

虐待等の防止（通報を含む）

勉強時間・学習意欲の増加

学力の向上

不登校の改善

いじめの改善

健康状態（体と心）の改善

適切な医療機関の受診

発達障害の診断・支援の開始

スポーツ・体験活動・社会活動の

機会の増加

対人関係の改善

その他

5.1

16.3

6.1

11.2

3.1

11.2

8.2

2.0

7.1

3.1

5.1

5.1

16.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

親子関係の改善

生活習慣の改善

虐待等の防止（通報を含む）

勉強時間・学習意欲の増加

学力の向上

不登校の改善

健康状態（体と心）の改善

適切な医療機関の受診

発達障害の診断・支援の開始

スポーツ・体験活動・社会活動の機会の増加

対人関係の改善

その他

無回答

%

⑥現場での活動：支援する子どもの変化



支援員の活動で、下記の４つの課題について着
目して分析を行う

① 支援員の活動と実績の関係
② 支援員に求められる役割やあり方
③ 支援員の定着への方策
④ 支援員の質の向上への方策

26

課題の分析
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②支援員に求められる役割やあり
方１-支援員の役割の自己評価

教育と福祉の連携

49.3%

53.3%

50.0%

17.9%

33.3%

23.9%

13.3%

6.0%

3.0%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

連携している

あまり連携していない

その他

子供の居場所

市町村役場

学校

放課後等デイサービス・医療機関

その他

①支援員の活動と実績の関係

活動範囲とつなぎ先のクロス集計の結果から、活
動範囲のどの区分においても、「子供の居場所」が
最も多い結果であった。

活動範囲と子どもの変化のクロス集計の結果か
ら、下記が分かった。

• 小学校区では「不登校の改善」
中学校区では「生活習慣の改善」と「不登校の
改善」が同数

• 市内全域では、「生活習慣の改善」が最も多
かった

福祉と教育の連携状況は、支援のつなぎ先に大き
く影響していることが明らかとなった。

⽀援員の役割の⾃⼰評価

7.1

1.0

25.5

14.3

1.0

3

29.6

34.7

11.2

18.4

29.6

33.7

48.0

53.1

12.2

8.2

37.8

24.5

2.0

2.0

1.0

1.0

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域に出向いて子どもの貧困の現状

を把握

学校や関係機関等との情報共有

子どもを支援に繋ぐための調整

新たな子供の居場所づくりの準備等

できていない あまりできていない どちらともいえない

だいたいできている できている 無回答

「沖縄子供の貧困緊急対策事業費補助金実施要領
（以下、「実施要領」という。）」で定められている支援
員の役割は下記のとおり。

• ア) 地域に出向いて子どもの貧困の
現状を把握

• イ) 学校や関係機関等との情報共有

• ウ) 子どもを支援に繋ぐための調整

• エ) 新たな子供の居場所づくりの
準備等

エ）新たな子供の居場所づくりの準備等以外の役割
については自己評価が高い傾向が見られた。
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②支援員に求められる役割やあり
方-好事例（自由記述から）

②支援員に求められる役割やあ
り方-課題（自由記述から）

〇対応方法
貧困とは何か？経済的な部分だけで判断すればよ

いのか。支援活動をすればするほどわからなくなる

居場所利用後の出口（繋ぎ先）が無い

世帯との困り感が一致しない、つなぎ先がない

支援員の役割の確立。関係機関に正しく認知される
こと。居場所での、支援内容の充実やプログラム化
など、子供の心にささる経験をもっとしてほしい

〇他機関との連携
他機関との連携がスムーズに進まないことや、支援

の考え方が異なることがあるのが課題である

学校や関係機関から情報があっても、守秘義務など
の関係でファーストコンタクトがとりづらかったり、行
政への拒否があり支援を拒まれることがあったりす
る

〇不登校

中学生の不登校支援で学校に行かない生徒の居場
所が村にはなく支援が進まない状況。遠方の地域に
住む世帯への訪問が難しい

〇対応方法
どこにもつながっていない児童が学校とデイにつながっ

た

好事例としては、数年かけてやっと世帯の信頼を得る
ことができたこと。保護者が支援員への協力を求めて
きている

子どもの居場所へ繋いだ事で、保護者の子育てに関す
る悩みを解消し、子どもも居場所での活動を楽しんで
いる事により、学校での様子に変化が出た事

〇他機関との連携
多機関からの繋ぎ、世帯支援

島外の機関との連携にて自立に向けて繋ぐ方が出来
た

学校団体でフードバンクと契約、隠れ貧困や不登校訪
問時のツールとしてフードの活用。教職員や支援員の
研修として中学校区独自で小学校区と合同で研修会
実施

〇不登校

 ２年間不登校の男子生徒が、地域の協力によりほぼ毎
日登校できるようになった

不登校（中２～中３）の子が居場所などを活用して次第
に他者と関わりを持つようになり、自信がつきＳＣを学
校で受けはじめ、高校進学を決めて、現在も高校へ
通っている
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③支援員の定着への方策-職場
環境

仕事の満⾜度

③支援員の定着への方策-仕事
の満足度

職場環境

4.1

4.1

10.2

1.0

9.2

4.1

5.1

2.0

4.1

5.1

12.2

3.1

15.3

6.1

6.1

4.1

1.0

22.4

13.3

28.6

19.4

42.9

29.6

23.5

7.1

32.7

53.1

35.7

35.7

43.9

21.4

42.9

48.0

54.1

41.8

12.2

37.8

11.2

30.6

9.2

15.3

15.3

32.7

20.4

4.1

4.1

2.0

2.0

2.0

2.0

2.0

2.0

2.0

0% 50% 100%

仕事そのものに満足している

職場の人間関係に満足している

給与、勤務時間その他の勤務条件

に満足している

仕事を通じて、「成長している」とい

う実感を持っている

今後のキャリアの見通しが開けて

いる

これまでの職務経歴に満足してい

る

生き生きと働くことができている

仕事に熱心に取り組んでいる

仕事をしていると、つい夢中になっ

てしまう

あてはまらない あまりあてはまらない どちらともいえない
だいたいあてはまる あてはまる 無回答

仕事への満足度については、「職場の人間関係
に満足している」、「仕事に熱心に取り組んでい
る」、「仕事を通じて、「成長している」という実感
を持っている」の項目において肯定的な反応が
見られた。

一方で、待遇面とキャリアの見通しについては、
否定的な反応が見られた。

25.5

32.7

20.4

17.3

4.1

12.2

9.2

20.4

20.4

21.4

16.3

12.2

13.3

33.7

39.8

21.4

30.6

37.8

15.3

9.2

12.2

23.5

34.7

24.5

34.7

2.0

5.1

14.3

12.2

10.2

2.0

2.0

2.0

2.0

2.0

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指導役（コーディネーター・主任な

ど）や教育係の配置がされている

キャリアコンサルティング等による

将来展望の明確化がある

職場としての人材育成方針・計画

の策定がある

定期的な面談がある

職場外教育に対する支援・配慮が

ある

フィードバックの実施による動機付

けがある

あてはまらない あまりあてはまらない
どちらともいえない だいたいあてはまる

職場環境については、整備があまりされていな
いのが、下記の２項目であった。
• 「キャリアコンサルティング等による将来展

望の明確化がある」
• 「職場としての人材育成方針・計画の策定

がある」であった。
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職場環境

④支援員の質の向上への方策

まとめ

37.0%

35.5%

15.8%

48.1%

41.9%

34.2%

14.8%

22.6%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

下位群

中位群

上位群

下位群 中位群 上位群

53.6%

30.0%

10.5%

25.0%

36.7%

44.7%

21.4%

33.3%

44.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

下位群

中位群

上位群

下位群 中位群 上位群

支援員の役割を支援員の質と
して定義し、支援員の質と関係
すると考えられる指標とクロス
集計をした

支援員の役割を果たしていると
いう自己評価が高い人は仕事
を相談できる同僚がおり、仕事
に対する満足度が高く、職場環
境も整備されている傾向が高
く、仕事に対する自己評価も高
いことが明らかとなった

支援活動での最も多い支援のつなぎ先は「子供の居場所」であり、支援活動での世帯の変
化については、「子供の居場所や無料塾等の利用開始」が最も多い状況であった。支援員
は、「子供の居場所」を中心に、学校等の関係機関と連携しながら活動をしていることが分
かった。

支援員の活動を支えるための体制づくりのための方策としては、自由記述にあった支援員
の活動の課題と好事例などの現場の支援員の知見を情報共有し、研修などで活かしてい
くことによって、支援員の活動内容の改善や、今後の支援員の事業のあり方を検討するこ
とに役立てることが挙げられる。

⽀
援
員
の
役
割

仕事に対する⾃⼰評価

⽀
援
員
の
役
割

Ⅳ 総合考察

31
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①コロナ禍の子どもの現状

2020年度に全国の国公私立小学校、中学校、高校から報告があった児童生徒の自殺は
415人と、調査を開始した1974年以降で最多であり、前年度の317人と比べて31％の大幅な
増加となっている。

2020年度の不登校は、196,127人で前年度比8％増加している。

→子どもを取り巻く状況が、厳しいコロナ禍であるからこそ、スクリーニングにおいて子どもの
リスクを早くキャッチし、予防的に子どもや家庭に働きかけることが必要である。

②学校現場でのスクリーニング実践の課題

Bの地域資源の活用の選択が非常に少なかった。そしてその選択が「子どもにとって必要かどうか」で
なはく、「教職員のみでの対処」が可能かどうかによって判断されていた。

問題が大きくなっていない（顕在化していない）子どもを地域資源につなぐという経験があまりなく、そこ
に意識が向かないことが原因と考えられる。

福祉人材が、すべての学校に入って絶えず福祉の視点を伝え続ける必要がある。複数の視点により子
どもたちを見る機会を増やすことにより、学校に負担なく、これまでの文化を変えることにつながる。

連携手法分析の示唆

③AIシステムの導入の課題

県や市町村担当者は必ずしもシステムに詳しいわけでないため導入が難しかった。

スクリーニングを拡充するためには、自治体及び学校の負担軽減が必要不可欠であり、システム導入
をより簡素化すること、わかりやすい導入方法にすること、現地である学校現場で、導入のための手続
きや誘導を担う人材を配置するなどのサポート体制の強化が重要である。
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事例レベルの課題（自由記述より）

制度上の課題

同僚の支援員が複数存在すること、仕事の満足度が高まる工夫、待遇改善や意欲維持できる職場環
境の整備、仕事に対する自己評価を高めることの４点について着目し、貧困対策支援員の制度設計
を行う。

効果的な活動を貧困対策支援員が行えるように、指導役の方（SV（スーパーバイザー ）など）を置い
て研修や振り返りができる環境を作る。

貧困対策支援員活動分析の示唆

（１）貧困の正しい認識

• ３つのキャピタル（① 経済的資本、 ② ヒューマンキャピタル、 ③ ソーシャルキャピタル）の欠如とし
ての理解

• 貧困を個人の責任にせずに社会的課題として補完

• 補完するために何気ない声をかけられる身近さと訪問は必須

（２）支援員の質の向上

• （１）も含めて基本的にクライエント理解、ソーシャルワーク理解が必要

• 支援員の役割明確化と関係者への役割周知

• 支援員の質の向上のための研修などの設定

（３）事例に関わる課題：出口の設定

• 入口から出口までのライフステージに応じた支援内容について、貧困対策計画などで明確化する

• 市町村での対応が難しい義務教育終了後の子ども達への支援は、県と市町村が一体となって出口
支援に取り組む
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